
  

第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
1  赤字が常態化した医療保険財政

わが国の医療保険は、政府管掌健康保険をはじめとして、各制度ともその財政状況が悪化している。

医療保険財政の悪化の背景として、医療費の著しい増高をあげることができる。国民1人当たり医療費
(保険による医療費のほかに、公費負担医療、全額自費による医療費等を含む。)の対前年度伸び率を、国
民1人当たり国民所得の対前年度伸び率と比較すると(第6-1図参照)、前者は、昭和36年度に後者を追い
抜き、それ以後は、20%前後という高い伸び率で推移している。この結果、国民所得の中に占める医療
費の割合は、35年度には3.4%であつたが、40年度には4.7%となつている。

医療保険財政の悪化は、端的には被保険者1人当たり保険給付費と被保険者1人当たり保険料の伸び率の
差にみることができる。医療保険各制度の被保険者1人当たり保険給付費は、このような医療費の著増傾
向の中にあつて、36年度以降、特に高い対前年度伸び率を示している(第6-2図参照)なお、保険給付費か
ら現金給付費を除いた医療給付費のみの対前年度伸び率は、さらに高い伸び率を示す。

被保険者1人当たり保険給付費の対前年度伸び率を各制度間で比較すると、国民皆保険が実施された36年
度以降、給付改善がめざましかつた国民健康保険の伸び率が一番高くなつており、政府管掌健康保険
と、組合管掌健康保険では、前者の伸び率が後者の伸び率をかなり上回つている。

第6-1図 国民1人当たり医療費と国民1人当たり国民所得の対前年度伸び率

次に、被保険者1人当たりの保険料の対前年度伸び率についてみると(第6-2図参照)政府管掌健康保険と組
合管掌健康保険のあいだで、近年対照的な動きがみられる。
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組合管掌健康保険の方が標準報酬等級の上限で頭打ちとなる被保険者の割合が多いこともあるが平均標
準報酬月額の伸び率は、中小企業労働者の給与が大企業労働者の給与よりも大きな伸び率を示している
(第6-3図参照)ことを反映して、政府管掌健康保険の方が、組合管掌健康保険よりも高くなつている。し
たがつて、1人当たり保険料の対前年度伸び率も、政府管掌健康保険の方が高いのが自然であるにもかか
わらず、39年度以降は組合管掌健康保険の1人当たり保険料は、その平均標準報酬月額の対前年度伸び率
をかなり上回つた伸びを示し、政府管掌健康保険の1人当たり保険料の対前年度伸び率に接近し、40年度
にはほぼ一致するに至つた。これは逐次保険料率の引上げが行なわれていることを示すもので、ちなみ
に38年度末に65.62/1,000であつた組合管掌健康保険の平均保険料率は、40年度末には68.24/1,000とな
つている。国民健康保険の被保険者1人当たり保険料の対前年度伸び率については、39年度から世帯員7
割給付が実施されたことにより、39年度以降急激に高くなつており、40年度には、1人当たり保険給付費
の対前年度伸び率を上回つている。

このように、被保険者1人当たり保険料自体は、むしろ順調に伸びているが、被保険者1人当たり保険料
給付費が激増している( 第6-2図にみられるように各制度とも両者の対前年度伸び率には大きな懸隔があ
る。)ため、医療保険各制度の財政状況は総じて悪化している。

まず、政府管掌健康保険は、37年度以降、毎年赤字を出すようになつた。しかも、その赤字額は、37年
度の16億円から年を追うに従つて大きくなり、40年度には497億円という単年度赤字を生じた。赤字対
策が実施された41年度においても266億円の単年度赤字を生じ、同年度末の累積赤字は978億円となつて
いる。船員保険(疾病部門)も、規模は小さいが、赤字の状況は政府管掌健康保険と同様である。日雇労働
者健康保険は従来から赤字であつたが、36年度以降単年度赤字額を急速に拡大し、41年度単年度の赤字
額は94億円、同年度末の累積赤字額は315億円になる。次に、組合管掌健康保険については、さきに述べ
た保険料率の引上げ等の財政的措置をとつているが、それでも財政状況の悪化はおおいがたく、赤字組
合数も、39年度の337組合(全組合数1,320)から40年度の397組合(全組合数1,319)と増加している。公務
員等を対象とする各種共済組合(短期給付部門)においても、保険料率は引き上げられている(国家公務員
共済組合の平均保険料率は、38年度58.48/1,000、40年度65.56/1,000、地方公務員共済組合の平均保険
料率は、38年度77.48/1,000、40年度85.86/1,000)が、やはり40年度には、全組合数80組合のうち35組合
で赤字を出している。国民健康保険の場合は、政府が国庫負担の増額等により財政基盤の強化に努めて
おり、一方被保険者の保険料負担も増加しているが、常に収支の均衡を得ているわけではない。国民健
康保険の39年度の決算収支では、全保険者数3,564のうち、1,361の保険者が赤字になり、全保険者の決
算収支を総計すると59億円の赤字となつた。40年度には、前年度国庫負担金精算不足額の精算が行なわ
れたこともあつて、国民健康保険財政は好転したが、なお、206の保険者が赤字となつている。

第6-2図 被保険者1人当たり保険給付額及び保険料の対前年度伸び率
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第6-3図 平均標準報酬月額、常用労働者現金給与月額及び国保被保険者1人当たり所得の対前年度伸び率

このように医療保険各制度を通じて、財政状況が悪化しているが、これに対して、制度によつては赤字
でないものもあるのではないかとの反論もあり得よう。たしかに、組合管掌健康保険では、赤字組合数
が増加しているものの、全組合の収支を総合計算した場合には、まだ赤字になつていない。国民健康保
険も、全保険者の総合収支では、39年度を除き、各年度とも黒字である。しかし、組合管掌健康保険が
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かろうじて黒字を続けているのは、過去の積立金を取りくずす一方、保険料率を引き上げて、保険給付
費の増大に対処しているからであるが、このような収入面の措置にはおのずから限度があり、36年度以
降のような保険給付費の増加傾向が今後も続くとすれば、早晩、組合管掌健康保険においても赤字財政
が普遍化することが予想される。

国民健康保険においては、国民負担の引上げ等により財政基盤の強化が行なわれているのであるが、最
近は、被保険者の保険料負担の増加という収入対策も講じなければ、保険給付費の激増に対処できなく
なつており、今後の保険財政については楽観を許さない。

保険財政の赤字の問題は既に膨大な赤字を出している政府管掌健康保険等のみの問題ではない。赤字の
要因は医療保険各制度において共通であり、財政赤字の問題は、わが国の医療保険制度全体にふりかか
る火の粉であるといえよう。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
2  国民皆保険下における医療保険の現状と問題点

医療保険におけるいわゆる国民皆保険計画は昭和36年度に達成され、現在、全国民は疾病にかかつた場
合の医療費については、生活保護法や結核予防法などの公費負担による一部の場合を除いて、医療保険
によつて医療費負担の保障を行なつている。国民皆保険計画は、いうまでもなく、傷病による貧困への
転落を防止し、国民生活の安定と向上を図り、ひいては、国民の健康を増進する目的で計画されたもの
であるが、その主眼が、未適用の国民を、歴史的沿革、社会経済的条件を異にする各種の既存の制度の
いずれかに加入させるという点、すなわち医療保険への加入促進という点に置かれた。このため、国民
皆保険体制となることによつて、給付水準、費用負担、診療報酬、医療の供給体制等の諸点に関し、当
然新たに提起されざるを得ない諸問題をあらかじめ予測して十分な検討が加えられていたとは必ずしも
いえない。政府管掌健康保険等の異状な財政状況にせよ、医療費問題にせよ、いろいろの要因が関係し
ているが、根本的には、医療保険の仕組みが、国民皆保険下における国民医療の発展に対する適応性を
欠いているという基本的な問題に根ざしていることは否定できない。40年代の課題である医療保険全般
にわたる根本的建て直しを図りつつ医療保険の現状をつぶさに分析し、その問題の所在を浮き彫りして
ゆく必要がある。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
2  国民皆保険下における医療保険の現状と問題点
(1)  制度の現状と問題点

ア 医療保険制度は、歴史的沿革、社会経済的条件を異にするいくつかの制度から構成され、各制度
がさらに多数の保険者によつて運営されている結果、国民皆保険とはいいながら、国民は約5,000
弱の保険集団に分かれて加入し、各保険集団の規模は、最大の政府管掌健康保険(被保険者、被扶養
者合わせて約2,400万人)から被保険者が数百人余りの市町村国民健康保険の例や、組合員20～30人
で短期経理を行なつている都市職員共済組合の例まである。もとより、制度や保険集団が分立して
いることが直ちに問題視されることはない。しかし、医療保険が、医療保障体系の中で重要な中核
的機能を果たしていること、医療に対する需要の増大に伴つて、医療費に対する国民負担も軽視で
きない程度にまで高まつていることなどを考慮すれば、資金の効率的運用、国民間の機会均等、真
に健康増進が図られるような総合的な医療保障体系の確立等を基本的な方向として、医療保険をめ
ぐる諸制度が、国民皆保険下において十分に合目的性をもつているかどうかについて根本的に検討
する必要がある。 

イ 総合的な医療保障体系としては、健康増進、疾病の予防、診察、治療、リハビリテーションを含
む包括的医療を対象領域とするが、医療保険はこのうち主として診察、治療の分野を対象として、
それに要する費用の社会化を図るものにほかならない。国民皆保険は、この費用面における社会化
を全国民的規模において推し進めるものであり、その財源を現在のように保険料に求める方法であ
るとあるいは一般財源に求める方法であるとにかかわらず、その社会化を通じて保障される内容が
ばらばらであるということは、合理的とはいえない。たとえば、医療給付については、法律上のた
てまえは別として、現実の取り扱いとしては現物給付を原則としている点は共通であるが、医療を
受けた場合の患者負担の程度が、被用者保険の本人では初診時及び入院時の少額の一部負担金だけ
でほぼ10割給付といつてさしつかえないのに対し、その家族は医療費の半額は本人負担で、いわゆ
る5割給付であり、本人家族間に格差がある。一方、国民健康保険では、世帯主と世帯員の区別を
特にしない考えの下に、43年を目標に7割給付の全面的な実現が進められている。さらに、健康保
険組合や共済組合では附加給付によつて実質的に給付率の引き上げが行なわている。さらに、傷病
手当金等の現金給付については、制度間の格差は顕著である。こうした給付水準の差が、医療費の
動きからみれば、受診態度や医療費に微妙な影響を与えているという考え方もあながち否定できな
い。患者の立場からいえば、患者負担の少ない方が望ましいと考えるのは無理のないところである
が、医療費は結局において国民の負担においてまかなわざるを得ないため、おのずから限度がある
こと、健康な者とそうでない者との均衡を図る必要があることなどを考慮すれば、医療費のどの部
分をどの程度社会化すべきかを真剣に再検討しなければならない。 

ウ 医療保険の給付費の財源については、主たる財源は、被保険者及び事業主の拠出する保険料であ
ることに変わりはないが、近年、国民健康保険をはじめとして各種共済組合を除く各制度に相当額
の国庫負担(補助)が導入されている。

第6-1表のような医療保険に対する国庫負担(補助)は年々増加しているが、卒直にいつていまだ明確
な根拠づけがなされているとはいいがたい。社会保障に対する国庫負担(補助)の増大をもつて直ち
に国の責任を明らかにし、社会保障の進展を図るものと解する立場もあるが、特定人を対象とする
のでなく全国民を対象とし、その規模において国民所得の4.7%を占める医療費について、このよう
な立場だけで国庫負担をすることは単純にすぎるというべきであろう。租税等の公課の負担を含め
て国民の費用負担のあり方あるいは所得再配分のあり方等について、基本に立ち帰つて検討を行な
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う必要がある。保険料の賦課基準については、各制度とも被保険者の収入に比例した方式とする原
則に立つているが、健康保険や船員保険の標準報酬制、各種共済組合の俸給制、日雇労働者健康保
険の二等級定額制、国民健康保険の均等割と所得比例との併用方式などに分かれ、相互の均衡を論
ずるのが困難となつている。また、保険料率についても、2以上の保険集団を認める以上、ある程
度の差を生ずることはやむをえないとしても、現状はその保険集団を構成する被保険者の収入及び
給付の違いによつてかなり極端な開きがあり、附加給付、保健施設分まで含めて50/1,000未満の料
率の健康保険組合の例から100/1,000をこえる料率の共済組合の例まである。国民皆保険下におけ
るかかる現状については、同一の給付に対する負担の公平という観点から問題視されざるを得な
い。

第6-1表 医療費に対する国の支出額の推移

エ 現行の医療保険における医療給付は現物給付をたてまえとし、その診療報酬は個々の診療行為ご
との点数を積算して支払うといういわゆる点数単価方式による出来高払いを採つている。こうした
支払方式は、技術評価の点において不十分な点があり、診療報酬体系の適正化は医療保険における
重要な課題の一つである。 

オ 国民皆保険の実施により国民の医療を受けうる機会は増加し、国民の医療需要は急速に増加し
た。国民皆保険を実施した本来の目的は、医療費負担による経済的打撃を少なくして、誰もが必要
な医療を受けられるようにし、国民の健康水準を引き上げることにある。したがつて、医療の供給
体制は、国民皆保険の基礎的条件ともいうべきもので、国民皆保険がもたらした医療需要の増大、
医療水準の向上に応ずるものでなければ、いたずらに需要側の不満を醸成するだけである。たとえ
ば、第6-4図に示すように医師及び歯科医師1人当たりの1日当たり患者数は、30年には約25人であ
つたのが40年には約43人となつている。これは、医療施設に従事する医師及び歯科医師の数が、30
年末の約11万6,000人から40年末の約13万6,000人と10年間に約17%の増にとどまつているのに対
し、全国推計患者数(外来・入院共)が、30年7月の約295万人から40年7月の約581万人へと約2倍と
なつていることによるもので、医療担当者の診療がかなり忙しくなつていることを如実に示してい
る。このほか、医療機関の機能分化、医薬分業、医療関係従事者の養成等国民皆保険との関連にお
いて長期的な視野から検討しなければならない点が少なくない。 

第6-4図 医師1人１日当たり患者数
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
2  国民皆保険下における医療保険の現状と問題点
(2)  保険医療費の動き

前述のとおり、医療費は近年著しく増高を示しているが、次に医療費を構成する各要素に分解し、各制
度ごとの格差及び各要素の変動要因等に触れてみよう。

ア 医療費は、被保険者数の要素を除くと、受診率、1件当たり日数及び1日当たり診療費の3要素に
分解することができるので、これを政府管掌健康保険の被保険者、同被扶養者及び国民健康保険の
被保険者(以下、この項において、それぞれ「本人」「家族」及び「国保」と略称する。)について
みてみよう。

(ア) 受診率

1人当たり受診件数(ここで「件数」とは、1疾病という常識的な意味でなく、同一医療機関に
おいて同一月内に1回以上受診の事実があれば、1件と算定する。)は、40年度において、本人
5,630件、家族3,927件、国保3,346件である。これを入院についてみると、本人0.195件、家
族0.083件、国保0.086件であり、外来についてみると、本人4,605件、家族3,260件、国保
2,720件、歯科についてみると、本人0.830件、家族0.584件、国保0.540件となつている。

なお、近年における推移(総計)をみてみると、第6-5図のように、一般的に漸増の傾向を示し
ており、40年度においても、39年度に比べ、本人1.7%、家族0.4%、国保4.5%の伸びをみせ
ている。入院、外来、歯科別では、家族と国保の歯科の伸びが大きい(39年度に比べ約7%の
伸び)。

さて、受診率の増加をもたらす要因としては、医療保険制度の拡充・強化による制度的な要
因(国民健康保険における給付率の改善等)、医療機関の整備等供給側の要因、さらに国民の保
健衛生思想の普及向上に伴うもの、人口構成の老齢化や疾病構造の変化に伴ういわば自然的
な要因とが複雑にからんでいると思われる。

第6-5図 1人当たり受診件数
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逆に、受診率の低下に寄与する要因としては、疾病予防等の公衆衛生行政の施策の効果等が
考えられる。たとえば、政府管掌健康保険の入院総件数中に占める結核の件数(本人、入院)
は、36年度(10月)の27.9%から40年度(4月)には16.6%へと大幅に減少しており、受診率の低
下に寄与したと考えられる。 

(イ) 受診日数

1件当たり受診日数を、40年度についてみると、本人4.97日、家族3.82日、国保3.94日となつ
ており、これを入院についてみると、本人19.0日、家族13.3日、国保15.5日、外来については
本人4.37日、家族3.52日、国保3.56日、歯科については本人5.02日、家族4.19日、国保4.00日
となつている。

近年の動きをみると、第6-6図に示すとおり、全般的に減少の傾向にあり、40年度についても
39年度に比べ、本人で3.5%、家族2.1%、国保1.0%それぞれ減少している。 

(ウ) 1日当たり診療費

1日当たり診療費を40年度についてみると、本人622.6円、家族453.1円、国保558.0円となつ
ている。入院では、本人1,496.7円、家族1,542.8円、国保1,587.4円となつており、外来で
は、本人495.9円、家族372.4円、国保452.9円、歯科では、本人455.5円、家族342.0円、国保
394.8円となつている。

また、近年における1日当たり診療費の動きをみると、第6-7図のごとく顕著な伸長を示
し、40年度について、対前年度比をみると、本人19.1%、家族18.5%、国保18.0%という伸長
ぶりである。

なお、この伸び率を入院、外来、歯科別にみると、各制度においてほとんど大差なく、入院
については15～17%、外来については20%前後、歯科については11%前後の伸びである。(39
年度の対前年度比は、総計で本人17.6%、家族14.3%、国保15.8%であつたから、40年度にお
いてはいずれも39年度より高い伸びを示している。)

このような1日当たり診療費を増加させる要因として、医学医術の進歩に伴う医療内容の高度
化及び診療報酬点数表の改正がおもなものと考えられる。

なお、｢社会医療調査」によれば、政府管掌健康保険における総点数中に占める投薬・注射に
係る薬剤点数(使用薬剤そのものにつき支払われる点数)の比率は第6-8図に示すとおり、年々
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増大し、40年度においては38.2%を占めるに至つている。ことに外来診療についてみると、
総点数の46.7%が投薬及び注射の際の薬剤費で占められている。この傾向は、国民健康保険に
ついても同様であり、近年における1人当たり診療費の増加に薬剤費の増大が寄与しているこ
とは否定できないと思われる。

第6-6図 1件当たり受診日数

第6-7図 1日当たり診療費

イ 次に、1件当たり医療費について概観しよう。

この場合、1件当たり医療費は、前述の構成要素でいえば、(1件当たり日数)×(1日当たり診療費)で

厚生白書（昭和41年度版）



ある。

(ア) 40年度における1件当たり医療費を本人・家族・国保別、入院・外来・歯科別にみてみる
と、総計では、本人3,095円、家族1,733円、国保2,196円、入院では、本人2万8,464円、家族
2万0,558円、国保2万4,672円、外来では、本人2,166円、家族1,310円、国保1,611円、歯科で
は、本人2,286円、家族1,432円、国保1,580円となつている。最も格差の大きいのは、外来の
本人と家族で本人100に対し家族60となつている。 

(イ) 次に点数階級別の件数割合をみると、第6-9図のようになつている(政府管掌健康保険の
40年4月診療分の実績による)。入院についてみると、本人では2,500点から3,000点未満のも
のが最も大きな比重を占め、全体の13.7%、1,000点から1,500点未満のものが全体の11.6とな
つている。家族では、最も大きな比重を占めるのが500点未満で、20.3%を占めてい
る。5,000点以上のものは、本人9.3%、家族6.1%の割合である。次に、外来についてみる
と、本人・家族とも50点から100点未満の階級のものが最も多く、それぞれ、全体の
24.3%、35.1%を占め、1,000点以上のものは、本人で1.3%、家族で0.4%を占めている。 

(ウ) 次に、主要な疾病について、1件当たり点数はどの程度かをみてみよう。

政府管掌健康保険の本人の、疾病大分類1件当たり点数(40年4月診療分の実績)についてみる
と、入院では、新生物4,979.0点(うち、悪性新生物については、5,727.3点)、血液・造血器の
疾患3,378.0点、全結核3,172.2点、神経系・感覚器の疾患2,983.0点(うち、中枢神経系の血管
損傷が3,763.8点である。)が1件当たり点数の高いものである。このうち、全結核は、件数で
も全件数の16.6%を占めている。次に件数割合の高い虫垂炎は全件数の10.8%を占めている
が、1件当たり点数は1,336.8点となつており、入院の平均点数2,745.2点の約1/2である。

外来についてみると、全結核386.3点(件数の割合は3.1%)、新生物322.5点(うち悪性新生物
467.2点)循環器系の疾患287.2点が1件当たり点数の高いおもなものである。全件数のうち
12.2%と最も高い割合を占める胃腸疾患の1件当たりの平均点数は234点であり、これについ
で件数の多い(全件数の8.1%)感冒(疾病大分類では、呼吸器系の疾患の一つにはいる)は、1件
当たり83.9点となつている。 

第6-8図 総点数中に占める投薬・注射の薬剤点数の割合(政府管掌健康保険)
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第6-9図 点数階級別件数割合(政府管掌健康保険)

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和41年度版）



  

第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
3  診療報酬問題
(1)  診療報酬点数表

医療保険制度における診療報酬は、厚生大臣が中央社会保険医療協議会(以下｢中医協」という。)に諮問
のうえ決定し、具体的には、｢健康保健法の規定による療養に要する費用の額の算定方法」(厚生省告示以
下「点数表」という。)に定められたところに従い算定される。点数表には、一般医科を担当する保険医
療機関が選択する甲表、乙表及び歯科点数表並びに調剤報酬算定表の4表が定められている。点数表に
は、それぞれ数百にのぼる各診療行為ごとに定められた点数たとえば、甲表における初診時基本診療39
点、虫垂切除術480点、歯科点数表における総義歯350点など)があつて、診療報酬の算定は、各診療行為
の点数を総計した総点数に単価(現行1点＝10円)を乗じて行なわれる(点数単価方式)。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
3  診療報酬問題
(2)  診療報酬の改定

診療報酬の改定は、昭和30年代以降においては、33年10月(総医療費の8.5%増)、36年7月(総医療費の
12.3%増)、同年12月(総医療費の2.3%増)、38年9月(地域差を撤廃したことに伴うもの)及び40年1月(総
医療費の9.5%増)、同年11月(薬価基準改定に伴うもの)の6回にわたつて行なわれた。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
3  診療報酬問題
(3)  41年度における動き

40年10月2日、中医協は、同年11月から実施された診療報酬点数表の改定案に関する答申を行なつた
際、診療報酬体系の適正化、医療経済に関する調査の実施についての意見書を、東畑会長名で厚生大臣
に提出した。その後、41年6月まで、この意見書の示す問題について、委員全員による懇談会が10回にわ
たつて開かれ、医療担当者側及び支払者側から議題の提出と提案理由の説明が行なわれた。41年11月に
は総会が開かれ、診療報酬部会及び調査部会の二部会が設置された。診療報酬部会においては、日本医
師会側委員より提案のあつた入院料を含む医療費全体の13.5%の引き上げ、医師の技術評価問題、日本歯
科医師会側委員から提案のあつた、医科診療における制限是正、歯科材料費の上昇の問題、日本薬剤師
会側委員から提案のあつた調剤報酬の改善の問題及び支払者側委員から提案のあつた薬価基準の適正化
の問題を、他方、調査部会においては、医療経済に関する調査及び薬価調査等調査に関する問題を、そ
れぞれ審議することとなつた。

この両部会は、交互に開くこととし、41年の末までに診療報酬部会は4回、調査部会は3回開かれた。

この間、新抗結核薬であるエンタンブトールとカプレオマイシンの保険医療への採用に伴う結核治療指
針の改正について、41年11月30日の総会において中医協の了承を得た後、結核の治療指針の改正及び薬
価基準の改正が行なわれ、42年1月1日からこれらの新薬が保険医療に採用されることになつた。41年12
月末、日本医師会長は、この治療指針の改正が日本医師会長に対する諮問を経ることなく行なわれたこ
とにつき、国民医療の学術秩序を乱すものであるから、当該改正を行なつた保険局長通達を取り消し、
改めて日本医師会に対し必要あれば諮問すべきである旨の申入書を厚生大臣に提出し、また、同時に日
本医師会所属の厚生省関係各種審議会委員の辞任届を手交した。厚生省としては、この辞任届を預かる
という形をとつていたが、その後、日本医師会長から結核の治療指針の改定手続につき誤解もあり辞任
届を撤回する旨の申し入れがあつた。

42年3月20日、中医協は総会を開き、東畑会長の経過説明があつた後、今後の審議の取進め方について審
議した結果、従前に引き続き、各部会の審議を続けることとなつた。

現行の診療報酬体系については、医療担当者の収入が薬剤等物の使用と結びついており、本来の技術評
価が不十分であるなどの批判が、各方面から行なわれている。診療報酬体系の適正化は、前述の意見書
においても大きな課題として取り上げられており、この問題が医療保険制度において占める重大な役割
にかんがみ、今後の中医協の審議の進展が期待される。

なお、結核新薬の採用に伴う改正に先だち、41年4月に、薬価基準の改正が行なわれた。これは、従前薬
価基準に収載されていない医薬品であつても、その成分である末散又は顆粒が薬価基準にそれぞれ収載
されており、かつ、その他の有効成分を含まない既製剤については、保険医療に使用することができた
が、これについては運用上種々の問題が生じていたので、この取り扱いをやめ、既製剤名を薬価基準に
明示して収載し、使用医薬品の取り扱いを明確にしたものである。これに伴い、薬価基準収載品目数は
6,175品目となつた(前述の結核新薬を加えると、42年3月末現在の総収載品目数は6,177品目である)。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
4  政府管掌健康保険及び船員保険における財政対策
(1)  昭和41年度の暫定対策
ア  昭和40年度までの経緯

近年における政府管掌健康保険の財政状況の推移を概観すると、昭和36年度において実施された再度に
わたる医療費引上げを転機として、保険給付費とりわけ医療給付費の増高が顕著となり、37年度におい
て16億円の単年度赤字を生ずるに至つたが、これ以後各年度において収支の不均衡は拡大し、保険財政
は深刻なものとなつている。すなわち、38年度には、療養給付期間の延長、抗生物質の使用基準の改正
等、給付内容の改善充実等もあつて、医療給付費の伸びは一段と高まり、収入面において相当の実績を
あげたにもかかわらず、なお131億円の単年度赤字を生じ、また39年度には、医療給付費の増高傾向が引
き続いた上に、40年1月から実施した医療費緊急是正の影響も加わつたため、363億円の単年度赤字を生
じ、この結果、従前からの積立金を取りくずして、なお173億円の累積赤字を翌年度に繰り越すこととな
つた。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
4  政府管掌健康保険及び船員保険における財政対策
(1)  昭和41年度の暫定対策
イ  政府案の構想

政府においては、このようなかつてない財政危機を切り抜け、制度の安定を図るため、40年度財政対策
案を策定し、40年度予算に30億円の国庫補助を計上するとともに、総報酬制の採用と薬剤費半額負担制
の採用を骨子とする健康保険制度改正案を作成し、40年1月30日社会保険審議会に、2月1日社会保障制
度審議会にそれぞれ諮問したのである。また、日雇労働者健康保険及び船員保険についても、同様に財
政悪化の一途をたどつており、これらの制度の建て直しを内容とする案についても、同時に諮問した。
いわゆる保険三法改正に関する諮問がこれである。

この諮問案は、単に当面する医療保険財政の危機克服のための赤字対策としてではなく、より積極的に
現行医療保険制度の欠陥を是正し、その将来の発展を期するための医療保険制度の改革を目的として策
定されたものであつた。この案による総報酬制とは、保険料額及び現金給付額の算定の基礎となる報酬
の範囲に臨時に受ける報酬及び3か月をこえる期間ごとに受ける報酬をも含め、この実報酬に対して月々
の保険料を算定しようというものであり、これによつて、企業規模や所得階層によつて賞与支給率が異
なることによる負担面の格差を是正し、あわせて被保険者の収入の変動に応じた保険料収入の確保を図
ろうとするものであつた。また、薬剤費半額負担制とは、現行の初診時及び入院時の一部負担制を廃止
して、使用薬剤に要する費用につき定率(一定額を限度とする。)で受診者たる被保険者に対し新たに一部
負担せしめるものであり、これによつて、最近の医療費に占める薬剤費の急激な増大に関し、定率一部
負担制の持つ自己調節機能に基づき支出の適正を図り、あわせて、制度の基盤を整備したうえで、被扶
養者に対する給付を被保険者の水準にまで引き上げていくことを可能にしようとする趣旨のものであつ
た。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
4  政府管掌健康保険及び船員保険における財政対策
(1)  昭和41年度の暫定対策
ウ  審議の答申

このような内容の諮問を受けた社会保険審議会においては、たまたま医療費緊急是正の告示に端を発す
る医療費問題の紛糾した時期であつたので、審議は停滞した。実際に審議にはいつたのは、内閣改造に
より新たに登場した鈴木厚生大臣が、7月6日審議会の席上において、従来からの政府諮問案に固執しな
いこと、当面する保険財政の建て直しについて審議願いたいことなどの態度を明らかにした以後のこと
であり、10月20日に至つてようやく答申が出されたのである。

一方、社会保障制度審議会においては、社会保険審議会に比較するとかなり順調に審議を進め、8月には
既に具体的な答申案について検討する段階となり、同月28日には最終的に答申案を決定したが、社会保
険審議会の審議状況等も考慮し、9月15日に正式の答申を行なつた。

社会保障制度審議会の答申は、｢保険財政における真の赤字解消計画は、医療費体系の合理化その他の根
本対策をまつてはじめて確定するものであり、政府は医療保険全般にわたる根本的検討を遂げ、そのあ
るべき姿を打ち出すべきである。したがつて、当面の改正はどうしても暫定的なものとならざるを得
ず、むしろ標準報酬等について手直しする程度にとどめるべきであろう」という趣旨のものであつた。

社会保険審議会の答申も、保険財政の赤字問題を基本的に解決し、制度の健全化を図るためには、抜本
的な検討を行なう必要があるというものであつたが、当面の財政建て直しについては、答申に加えて、
少数意見が付記されていた。社会保険審議会の答申は、「標準報酬等級の上限は10万4,000円とすべきで
あり、保険料率の引き上げは法改正を要しない範囲、すなわち65/1,000まではやむをえない。また国庫
負担は30億円では過少であり、平年度200億円相当額を追加計上すべきである。」としており、そのほか
行政努力、累積赤字の処理等について述べている。また、少数意見としては、標準報酬等級の上限につ
いては12万円にすべきであるという意見、保険料率については70/1,000まで引き上げるべきであるとい
う意見等が述べられている。なお、船員保険については、ほぼ同内容の意見であり、日雇労働者健康保
険については、「根本的検討を行なうこととし、この際は制度の改正を行なうことなく、赤字は国庫負
担及び借入金によつて措置することが適当である。」という答申であつた。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
4  政府管掌健康保険及び船員保険における財政対策
(1)  昭和41年度の暫定対策
エ  政府提出案

このような答申を受けて、政府は、与党とも意見の調整を行なつた末、11月18日次のような方針を決定
した。

(ア) 標準報酬等級の上限を、10万4,000円とすること。

(イ) 保険料率は70/1,000とすること。

(ウ) 施行期日は、41年1月1日とすること。

(エ) 改正法案は、第50回臨時国会(10月11日開会)に提出すること。

(オ) 41年度国庫補助は、150億円とすること。

なお、健康保険のほか、船員保険についても、同趣旨の財政対策を行なうこととされたが、日雇労働者
健康保険については、社会保険審議会の答申どおり、財政対策を講じないまま、赤字分は借入金によつ
て措置することとされた。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
4  政府管掌健康保険及び船員保険における財政対策
(1)  昭和41年度の暫定対策
オ  国会審議経過

このような方針に基づいて策定された改正法案は、11月27日おりから開会中の臨時国会に提出された
が、この国会においては、日韓条約の批准にからむ紛糾の余波を受けて審議に至らず、12月13日遂に廃
案のやむなきに至つたが、12月28日、施行期日を41年2月1日に改めることとして、第51回通常国会(12
月20日開会)に再び提出された。

衆議院においては、本会議での趣旨説明後、社会労働委員会において、医療保険に対する国庫負担のあ
り方、保険医療と公費負担医療との区画その他広範にわたつて論議がなされたのであるが、国庫負担の
定率化を主張する野党と定率国庫負担は抜本問題の一環として慎重に検討すべきとする与党との間に歩
み寄りが行なわれず、話し合いは社会労働委員会の手を離れて高度の政治折衝に持ち込まれ、その結
果、政府提出案に対し、次のような修正を行なうこととして、4月14日深更、三党の意見が一致したので
あつた。

(ア) 保険料は、65/1,000にすること。

(イ) 標準報酬等級及び保険料率の改正は、4月1日から実施すること。

(ウ) 国庫負担は、原案どおりとすること。

(エ) 国庫負担の定率化については、医療保険の抜本対策の際検討する旨の附帯決議をつけること。

参議院においては、衆議院からの法案送付を受けて、直ちにこれを社会労働委員会に付託し、社会労働
委員会における審議を経て、4月28日、船員保険の保険料率引上げ幅を2/1,000(政府提出案においては
3/1,000)におさえるべく修正を行ない、その他の部分について、衆議院送付案どおり可決された。参議院
の修正については、衆議院も即日同意し、ここに改正法は、4月28日公布、4月1日から実施の運びとなつ
たのである。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
4  政府管掌健康保険及び船員保険における財政対策
(2)  昭和42年度の赤字対策
ア  赤字対策の考え方

政府管掌健康保険及び船員保険の保険財政の窮追した現状に対しては、41年度の暫定対策の際にも関係
審議会で指摘されているとおり、医療保険制度全般を通して将来にわたる安定と発展の基盤を築くた
め、より長期的な立場から抜本的な改善策を講ずることが緊要とされており、政府においても、早急に
この抜本的改革を実施すべく、40年11月以来真剣にその検討が進められていたが、内閣改造、総選挙
等、打ち続く政治情勢の変化というやむをえない事情によつて、ついに41年度内には成案を得るに至ら
なかつた。

しかるに、政府管掌健康保険については、40年度において、497億円の単年度赤字を生じ、年度末累積赤
字は669億円にも達し、さらに41年度において、保険料率の引き上げ幅についての国会の修正も影響し
て、300億円を上回る単年度赤字を生じ、年度末累積赤字は、従前からの借入金に対する利子を含め実に
1,000億円をこえるものと見込まれている。

さらに、制度改正を行なうことなく、現状のまま推移するものとすれば、42年度においては、745億円の
単年度赤字を生ずるものと見込まれ、その結果、年度末の累積赤字は従前からの借入金に対する利子を
含めて1,800億円を上回り、年間保険給付費総額の1/2にも達することとなるわけである。

保険財政の赤字の処理については、従前からやむをえず借入金によつて措置してきたが、このように増
大する赤字額について、これ以上借入金を増額することは国家資金にもおのずから限度がある以上きわ
めて困難であり、ひいては診療報酬の支払不能というような最悪の事態も憂慮されるような状況に立ち
至つている。

また、船員保険についても、同様にひつ迫した状況にあり、このまま推移するものとすれば、42年度に
は一般給付分で約16億円の単年度赤字が生ずるものと見込まれている。

このように、政府管掌健康保険及び船員保険の財政事情がひつ迫し、制度の崩壊すらおそれられる状況
にあたつては、なんとしても制度を維持し、国民に必要な医療を確保するため、当面の赤字対策を講ず
ることが緊要とされるのである。

42年度の赤字対策は、このような趣旨から、累積赤字は一応これをたな上げすることとし、当面の財政
収支の均衡を図ることに主眼を置いて策定されたものであり、国が大幅な国庫負担を行なうことを前提
とし、同時に被保険者、事業主及び実際に給付を受ける者も、それぞれの立場で費用を負担し、この窮
状に対処しようとしたのである。

この対策において、特に実際に給付を受ける者も費用の一部を負担することとしたのは、41年度の暫定
対策において行なつたような収入面からの対策のみによつては、もはや収支の均衡を図ることが不可能
な状態にあり、また、最近の給付の状況からみて、給付を受ける者と給付を受けない者との均衡上ある
程度の費用負担を考慮することがやむをえないと考えられたからである。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
4  政府管掌健康保険及び船員保険における財政対策
(2)  昭和42年度の赤字対策
イ  赤字対策の内容

この赤字対策においては、まず、前年度国庫負担額の5割増に相当する225億円を政府管掌健康保険に、6
億円を船員保険に繰り入れるとともに、あわせて保険料率及び一部負担金について所要の改正を行なう
こととしている。

保険制度のたてまえからいつて、給付費に対応する財源は保険料収入を中心として考えるべきものでは
あるが、42年度に見込まれる単年度赤字について、かりに国庫負担分を控除した残余の部分を保険料率
の引き上げのみによつて処理しようとすれば11/1,000ないし12/1,000程度の引き上げになり、このよう
に大幅な負担増は被保険者にとつても事業主にとつても実際上困難であるので、極力その引上げ幅をお
さえることとし、保険料率(現行65/1,000)については72/1,000とすることとしている。

一部負担制度の改正については、現行初診時及び入院時の一部負担金のみを手直しする場合には、それ
ぞれ大幅な引き上げを必要とし、受診の抑制ともなりかねないので、その引上げ幅を妥当な程度におさ
えることとして、あわせて他の適当な一部負担制度の創設についての検討が行なわれた。その結果、通
例だれもが受ける給付であり、かつ、給付を受けることと一部負担金の支払との関係が比較的に納得さ
れやすいという見地から、薬剤の支給に着目して、新たに外来投薬時における本人定額負担の制度を設
けることとしているのである。

すなわち、一部負担金については、初診の際支払うべき一部負担金の額(現行100円)を200円とし、入院
の際最初の1か月間、1日について支払うべき一部負担金の額(現行30円)を60円とする(船員保険の場合に
は入院時の一部負担金がないので、この改正は健康保険においてのみ)とともに、外来投薬時の本人定額
負担として、被保険者は、投薬を受ける際(入院時において投薬を受ける場合を除く。)1剤1日分の額が
15円をこえる薬剤について、その1剤1日分ごとに15円を負担することしている。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
4  政府管掌健康保険及び船員保険における財政対策
(2)  昭和42年度の赤字対策
ウ  関係審議会の審議

上記の内容の財政対策案については、健康保険法及び船員保険法の一部改正案要綱により、42年3月1
日、社会保険審議会に、4月8日、社会保障制度審議会にそれぞれ諮問され、社会保険審議会は、4月21日
に、社会保障制度審議会は、4月24日に、それぞれ答申を行なつた。

社会保険審議会における答申は、｢保険財政の極度の悪化に対して、これをひとまず食い止めるための財
政対策を講ずることも、また、やむをえない措置であり、政府はこの答申に沿い財政対策を暫定的な期
間を限つて実施するというものであり、また社会保障制度審議会の答申は「赤字のこれ以上の増大を防
止する事は当面不可避の要請であり、その限りにおいて(財政対策による)これらの措置はやむをえないと
いわねばなるまい。」としているが、いずれの答申においても、政府が早急に医療保険制度の抜本的な
改正に取り組むことを求めている。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
4  政府管掌健康保険及び船員保険における財政対策
(2)  昭和42年度の赤字対策
エ  国会提出案

政府においては上記答申の趣旨を体し、この財政対策が暫定措置であることを明確にして、当分の間に
おける臨時特例法という立法形式をとることとし、また継続療養の受給者については、外来投薬時本人
定額負担を課さず、入院時一部負担金(船員保険にはこの一部負担制はない。)の額は、現行通り30円にす
え置くこととして｢健康保険法及び船員保険法の臨時特例に関する法律案」を4月26日第55回特別国会に
提出した。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
4  政府管掌健康保険及び船員保険における財政対策
(2)  昭和42年度の赤字対策
オ  国会での審議状況等

第55回特別国会は、7月21日終了し、同法案は審議未了のまま廃案となつた。

7月27日に第56回臨時国会が開会され、同法案は原案のまま再提出された。8月2日、同法案は衆議院社
会労働委員会で自由民主党による一部修正のうえ通過し、同月7日、民主社会党による一部修正のうえ衆
議院を通過し、参議院に送付された。8月8日から参議院社会労働委員会において法案の審議が始まり、8
月18日参議院で可決成立した。成立した法律の骨子は次のとおりである。

(1) 政府管掌健康保険の保険料率を70/1,000とし、船員保険のそれについては疾病部門の一般給付
分に係る料率を58/1,000とし、災害補償分に係る料率を46/1,000とする。 

(2) 初診時及び入院時の一部負担金をそれぞれ200円、60円とする(なお、船員保険については、入
院時の一部負担金はない。)。 

(3) 被保険者本人が外来で投薬を受ける際に1剤1日分15円の一部負担金を設ける(1剤1日分15円以下
の薬剤を除く。)。

(4) (3)の一部負担金については、標準報酬月額が2万4,000円以下の者(その者に被扶養者がある場合
には、その標準報酬月額が2万4,000円に被扶養者1人につき6,000円を加算した額以下となる者)
は、支払うことを要しない。 

(5) 被保険者資格喪失後の継続療養給付を受ける者については、入院時の一部負担金については現
行どおり1日30円にすえおき、(3)の一部負担金は支払うことを要しない。 

(6) 今回の一部負担金の取扱いは、各種共済制度においても、同様とする。

(7) 保険料率の引上げは8月1日から、初診時及び入院時の一部負担金の額の引上げは、9月1日か
ら、(3)の一部負担金の設定は、10月1日から行なう。 

(8) 法律の有効期限は、昭和44年8月31日までとする。
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第6章  医療保険制度
第1節  医療保険制度の現状と動向
5  今後の課題

医療保険制度には、既に述べたように、赤字財政の常態化をはじめ、制度間での給付及び費用負担の不
均衡、現在の国民医療の実態とは必ずしもそぐわない診療報酬体系等、基本的に解決すべき多くの問題
がある。しかもこれらの問題は、単に並列的に存在しているものではない。たとえば、財政赤字の問題
一つをとりあげてみても、その原因は、診療報酬体系や給付、負担のあり方等制度の構造自体にあるよ
うに、これらの基本的問題というものは、相互に構造的に関連性を持つている。したがつて、現在の医
療保険制度を改善するためには、制度の基本に立ちもどつて、その根本的な建て直しを図る必要があ
る。このような観点から、政府においては、昭和40年11月、厚生省内に医療保険基本問題対策委員会を
設け、医療保険制度の基本的問題の検討を進めてきた。しかし、政治情勢の変化等諸般の事情から、関
係各方面との意見調整を十分行なうことができず、医療保険制度の根本的な建て直し策について政府と
しての案を固めるまでに至らなかつたため、これを42年度に実施することは不可能となつた。

この間、医療保険財政はますます悪化し、政府管掌健康保険等においては制度の崩壊すら憂慮される事
態に立ち至つた。したがつて、当面、緊急の赤字財政対策を講ずることが先決問題であるが、この赤字
財政対策の実施によつて急場をしのいだ後においては、医療保険制度の根本的な建て直しを行ない、制
度の将来にわたる安定と発展を図る必要がある。医療保険制度の根本的な建て直し策の策定にあたつて
は、制度の円滑な運営の基礎的条件ともいうべき医療の供給体制の整備の問題を含め、少くとも、給付
の不均衡の是正、費用負担の合理化、医療保険財政の安定と健全化、診療報酬体系の適正化の四つが原
則として実現をみるものでなければならない。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
1  国民健康保険

国民健康保険は、市町村公営を原則としおよそ被用者以外の一般国民を被保険者として、その疾病、負
傷出産及び死亡に関し、必要な保険給付を行なう制度である。

この制度の対象には、全国民の半数に近いものがなつているため、国民健康保険がわが国の社会保障及
び国民保健の向上に及ぼす役割はきわめて大きいものとなつており、療養給付費に対する定率4割の国庫
負担の実現をみたところである。

しかしながら、最近における給付内容の改善、受診率の上昇等による療養給付費の増高が著しいので、
保険財政の健全性を維持するには、適正な保険料の徴収について今後なお相当の努力が必要であると考
えられる。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
1  国民健康保険
(1)  保険者及び被保険者

昭和41年4月1日現在における保険者、被保険者及び被保険者の属する世帯の数は、第6-2表のとおりであ
る。全国の市町村のうち、国民健康保険を実施していないのは、離島であるため医師の確保が困難であ
るという特別な事情がある鹿児島県大島郡の2村(被保険者予定数約2,000人)のみである。

最近数年間における推移をみると、保険者数については市町村合併により、被保険者数については産業
構造の変化に伴う被用者保険への移動により、いずれも年々減少してきているが、世帯数については、
いわゆる核家族化の動きを反映してむしろ微増の傾向にある。

次に、40年度末における被保険者数をもつてみた市町村の保険者としての規模の状況は第6-3表のとおり
であり、被保険者1万人以下の市町村が全体の68%を占めている。

また、40年度の保険料(税)の賦課の対象となつた被保険者世帯の所得の状況をみると第6-4表のとおりで
あり、年間所得10万円未満の世帯が20%を占め、30万円未満の世帯でみると65%に達している。全世帯
の年間平均所得は逐年相当に上昇しているが、40年度は30万3,000円(対前年上昇率1.097%)である。

被保険者の年齢構成は第6-10図のとおりであり、平均年齢は40年9月末において32.1歳となつているが、
老齢者の多いことが一つの特徴となつている。

市町村における1世帯当たり被保険者数は、年間平均で38年度4.0人、39年度3.9人、40年度3.8人と逐年
減少の傾向を示しているが、被用者保険の40年度末の被保険者1人当たりの被扶養者が1.2人であるの
で、これを一つの世帯とみれば、国民健康保険においてはなお1世帯当たり人員はかなり多いことを示し
ている。

このように、国民健康保険は老齢者等比較的経済的に弱い人々を背景に成立しており、このことが他の
医療保険にはみられない低所得者対策を必要とさせているのである。

第6-2表 国民健康保険の保険者数、世帯数及び被保険者数

第6-3表 被保険者数の規模別市町村数
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第6-4表 国民健康保険の被保険者世帯の所得階層別世帯分布

第6-10図 年齢3階級別人口構造
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
1  国民健康保険
(2)  保険給付

保険給付には、法定給付として療養の給付、助産費の支給及び葬祭費の支給、任意給付として傷病手当
金の支給、育児手当金の支給などがある。

まず、療養の給付については、給付内容の改善が促進され、39年度から4か年計画でもつて実施されてい
る世帯員に対する7割給付が計画どおりの進ちよくをみており、41年において世帯員に対する7割給付を
実施した市町村数は2,831(全市町村に対する割合は83.6%)となつているが、この計画については、41年6
月に法律改正を行ないこれを法制化し、43年1月からすべての被保険者に対して7割給付が行なわれるこ
ととなつた。なお、療養諸費の諸率の推移は第6-5表のとおりである。

次に、療養の給付以外の給付については、助産費及び葬祭費の支給は、財政的に余裕がないなど特別の
理由のある保険者を除いてすべて行なうことが義務づけられているが、41年度においては、助産費につ
いてはすべての保険者が行ない、葬祭費については9保険者を除いた保険者が行なつている。その支給額
は第6-6表のとおりであり、なお健康保険などに比べると相当低い水準にあるといえる。その他、育児手
当金は41年4月1日現在においては1,432の保険者が実施しており、傷病手当金は66の保険者が実施してい
る。

第6-5表 国民健康保険医療給付諸率

第6-6表 助産費及び葬祭費の支給金額別の状況
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
1  国民健康保険
(3)  保健施設

保険者は、保険給付又は被保険者の健康の保持増進のために必要な保健施設活動を行なうことができる
こととなつており、各保険者の実情に応じた各種の活動が行なわれているが、現在、直営診療施設の設
置経営と保健婦による保健サービスが最も広く行なわれている。

直営診療施設とは、へき地の無医地区又は医療施設の不足する地区などにおける医療の普及を図るた
め、保険者が設置する診療施設であり、その数は41年9月現在で2,269であり、このうち病院は539であ
る。

次に、国民健康保険の保健婦は、被保険者の健康の保持増進、疾病の予防などのための業務に従事して
おり、特に医療施設の乏しい地域においては住民の保健衛生のにない手としてきわめて重要な役割を果
たしている。40年度末において、全体の約71%にあたる2,503の保険者が5,609人の保健婦を置いてい
る。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
1  国民健康保険
(4)  保険財政

国民健康保険事業運営のための財源は、保険料(税)、国庫支出金、都道府県支出金、市町村の一般会計か
らの繰入金等である。40年度の決算状況(市町村分)によると、収入のうち国庫支出金が58%を占め、保
険料(税)が35%となつている。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
1  国民健康保険
(4)  保険財政
ア  概況

国民健康保険の財政収支の状況は、37年度までは健全化の方向をたどつていたが、38年度に至つて急激
に悪化し、39年度においてさらにいつそう深刻な状況となつた。40年度においては、このような財政悪
化に対して国として特別の財政援助等応急措置を講ずるとともに、保険者に対し被保険者の受益が高ま
つていることを考慮に入れて適正な保険料の賦課徴収について指導等を行なつたが、国が講じた財政措
置としては、臨時財政調整補助金40億円を予備費から支出したことのほか、39年度分の国庫負担金で追
加交付すべき額約111億円及び40年度における療養給付費補助負担金の不足見込額100億円の予算補正を
行なつた。この結果、40年度の決算においては、黒字市町村3,180、赤字市町村205、収支差引残124億
円の黒字となつた。

なお、これらの赤字市町村の内訳を実質収支(決算上の収支額に、支払繰延額は支払われたものとし、国
庫負担金の精算不足額は受入れたものとして差引計算したもの)でみると、40年度において6大都市の赤
字額が、前年度に引続き全赤字額の約60%を占め、また、これら赤字市町村で前年度又は前前年度以後
引き続いて赤字である市町村は全赤字市町村の約30%となつているほか、全赤字額の約56%を京都市及
び横浜市のそれで占めている。このように赤字市町村は特定化するとともに赤字額が累積してくる傾向
が現われてきている。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
1  国民健康保険
(4)  保険財政
イ  保険料(税)

国民健康保険のおもな財源である保険料(税)は、最近における給付内容の改善、受診率の上昇等により療
養給付費が増高し被保険者の受益が増大していることを反映して年々上昇しており、40年度において全
国平均で被保険者1人当たりの額は2,226円(対前年度上昇率で約35%の引上げ)、1世帯当たりの額は
8,360円(対前年度上昇率で約32%の引上げ)となつている。

国としては、国民健康保険の被保険者には他の医療保険に比べ低所得者が比較的多いことにかんが
み、41年6月に法律改正を行なつて7割給付に対する4割の国庫負担を行なうこととしたほか、低所得者に
対しては保険料軽減の措置を講じて急激な負担増とならないようにしている。

ちなみに、現行法の制定時である34年度以降の医療費、国庫負担金及び保険料の推移をみると、第6-7表
のとおりであるが、国庫負担が急速に充実されてきたこと、保険料の引上げの幅が医療費の伸びに比べ
低いことが明らかである。

なお、低所得者に対する保険料軽減の措置は、38年度から始められたが、逐次、この措置の範囲を拡大
してきており、41年度においては、年間所得10万円(40年度までは9万円)又はこれに準ずる低所得世帯に
ついて、保険料(税)の応益割部分(保険料(税)のうち所得や資産にかかわりなく世帯単位又は個人単位にか
かる部分)の6割又は4割を減額することとしている。これによる保険料(税)収入の減収分については国が
調整交付金により全額補てんしているが、41年度においては、約300万世帯(全世帯の27%)がこの措置の
対象となり、この措置に要した調整交付金額は約47億円となつている。

第6-7表 医療費、国庫負担金及び保険料の推移
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
1  国民健康保険
(4)  保険財政
ウ  国庫負担金及び補助金

国民健康保険については、事業主負担がないこと、被保険者の保険料負担能力が全般的に低いためその
財政基盤が強固でないことなどの実情を考慮するとともに、社会保障に対する国の責任を果たすための
措置として従来から大幅な国庫補助が行なわれている。

41年度の国民健康保険助成費予算総額(補正後)は1,516億9,000万円に達している。

また、41年度においては、療養給付費に対する国庫補助負担金を統合し、負担率を2割5分から4割に引き
上げ財政基盤の強化を図つたほか、事務費に対する国庫負担金について40年度に引き続き大幅な引上げ
を行ない被保険者1人当たりの予算額(市町村分)を250円(当初予算額)とした。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
1  国民健康保険
(5)  今後の問題

国民健康保険におては、7割給付の実施、財政基盤の強化等国民健康保険の充実改善が急速に進み、かね
てからの懸案であつた他の医療保険制度との格差は大幅に縮小されてきた。しかし、被保険者の保険料
の負担をめぐる問題、国庫補助負担制度のあり方、国民健康保険事業の事務処理の能率化等に関する諸
問題等国民健康保険においては、なお多くの問題点をかかえており、今後医療保険制度全体のなかでそ
の問題の検討が進められる段階になつている。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険

健康保険は、被保険者の業務外の事由による疾病、負傷、分娩又は死亡について保険給付を行ない、あ
わせてその被扶養者のこれら保険事故について保険給付を行なう制度であり、政府管掌健康保険と組合
管掌健康保険の2本立てで運営されている。

第6-11図 政府管掌健康保険適用事業所数

政府管掌健康保険は、政府が保険者となつて運営するものであり、健康保険の被保険者となつている者
のうち健康保険組合等の組合員でない者を一括してその被保険者としている。また、組合管掌健康保険
は、厚生大臣の認可を得て職域単位に設立された各健康保険組合が保険者となつて運営するものであ
り、それぞれの事業所の従業員をその被保険者としている。

第6-12図 政府管掌健康保険の被保険者数と被扶養者数
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
(1)  政府管掌健康保険
ア  適用状況

近年における政府管掌健康保険の事業所数の推移は第6-11図に示すとおり毎年度約3万事業所程度増加し
ており、昭和40年度末の事業所数は、53万7,108となつている。

被保険者数の動きは第6-12図に示すとおり増加してきており、40年度末の被保険者数は、1,170万人に達
し、36年度末の被保険者数と比較すると、この4年間に20.0%増加している。しかし、対前年度増加率
は、38年度6.0%、39年度5.2%、40年度2.4%と逓減傾向にある。

したがつて、1事業所当たりの被保険者数は、36年度末には23.4人であつたものが、その後やや減少
し、40年度末には21.8人となつている。

被扶養者数は、36年度末から4年間で17.6%の増加をみ、40年度末で1,203万人となつている。被保険者1
人当たりの被扶養者数をみると、36年度末に1.05人であつたのが、40年度末には1.03人となつている。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
(1)  政府管掌健康保険
イ  標準報酬

健康保険では、保険料の額及び傷病手当金、出産手当金のような被保険者に対する現金給付の額は、当該被保険者の標準報
酬を基礎として算定される。このように標準報酬とは、保険料徴収及び現金給付に関する事務上の便宜を図るため、被保険
者の受ける報酬について段階を設け、各被保険者の受ける報酬をそれぞれの定額に標準化したものである。

第6-13図 政府管掌健康保険の平均標準報酬月額の推移

平均標準報酬月額は、労働者の平均賃金の動きを反映するが、近年における動きは第6-13図に示すとおり毎年度平均して
2,000円以上の増加を示し、過去4年間に1.5倍以上となつている。

ただし、健康保険の標準報酬月額は41年3月までは最高が5万2,000円に頭打ちされていたのでその意味では必ずしも賃金の実
勢を反映していたものとはいえなかつたが、41年4月からは標準報酬月額の最高額が改訂され3,000円から10万4,000円までの
36等級となつたので、その後は、賃金実勢をかなり反映するようになつたものということができよう。

第6-8表 政府管掌健康保険医療給付諸率
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
(1)  政府管掌健康保険
ウ  保険給付

保険給付には、被保険者本人に対するものとして療養の給付、療養費の支給、傷病手当金、出産手当
金、分娩費、育児手当金及び埋葬料の支給があり、被扶養者に対するものとして、家族療養費の支給、
配偶者分娩費、配偶者育児手当金及び家族埋葬料がある。

まず、保険給付費の動きをみると36年度では1,127億円であつたが、その後毎年度平均400億円程度増加
し、40年度においては2,715億円となり、36年度の2,45倍となつている。これを被保険者1人当たりでみ
ると、36年度では1万1,810円であつたが、その後毎年度平均約2,846円増加し、40年度には2万3,154円と
なり36年度の1.96倍となつている。

ところで、保険給付費を構成する各給付を金額の面からみると、療養の給付と家族療養費が大部分を占
めており、これに次ぐものが傷病手当金となつている。 

(ア)  療養の給付及び家族療養費

療養の給付は、被保険者に対して、病院、診療所において診察、手術、薬剤の支給、入院、看護などを
行なうものであり、家族療養費の支給は被扶養者に対してこれらの給付を行なうものである。

療養の給付費は、36年度の798億円が40年度には2,017億円と4年間にほぼ2.5倍になつており、家族療養
費についても、同じく184億円から414億円と2.3倍の増加を示している。この間被保険者数は20.0%、被
扶養者数は17.6%増加しているが、療養の給付費の増加はこれを大きく上回つているわけである。

この内容をみてみると、第6-8表のとおりであつて、療養の給付費の増加は1日当たり金額の大幅な増加
が大きく原因している。 

(イ)  傷病手当金

傷病手当金は、被保険者が療養のため働けない場合で賃金がもらえないときに、4日目から労務不能の期
間中、6か月(結核性疾患は、1年6か月)を限度として、1日につき標準報酬日額の6割を支給し、その間の
生活の安定に資することを目的とするものである。

傷病手当金の支給総額は、36年度の112億円から40年度には208億円と1.9倍に増加している。過去4年間
における被保険者1人当たり支給金額の増加傾向は第6-9表に示すとおり、かなり著しいが、これは賃金
上昇による平均標準報酬月額の伸びによるものである。

第6-9表 政府管掌健康保険傷病手当金給付諸率
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(ウ)  その他の給付

次に傷病手当金以外の現金給付費の支給状況をみると、出産手当金は36年度に7億円であつたが、40年度
には23億円と3.3倍に増加しており、分娩費(配偶者分娩費を含む)は36年度に11億円であつたが、40年度
には21億円と1.9倍の増加となつている。 

(エ)  保健施設

健康保険では、被保険者又は被扶養者の健康保持増進、あるいは疾病予防を図るため、病院及び診療所
の設置、保養所の運営、健康相談などの事業を行なつている。 

(オ)  保険料

政府管掌健康保険の保険料率は、35年3月から41年3月までは63/1,000と定められていたが、法律改正に
よつて、41年4月分からは65/1,000と定められている。保険料額は、この保険料率を前述の標準報酬月額
に乗じて算定され、また、この保険料額は事業主と被保険者とが折半して負担することになつている。
保険料の収納状況をみると、収納率は36年度が94.4%であつたのに対し、40年度は95.6%と大きく上昇
し、戦後最高の成績を収めている。

第6-10表 政府管掌健康保険収支状況
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なお、36年度の被保険者1人当たり保険料収納額は1万2,034円であり、40年度のそれは1万8,889円とな
つている。

(カ)  保険財政

近年における政府管掌健康保険の36年度から40年度までの収支の状況は第6-10表に示すとおりである。

すなわち、財政収支は37年度になつて収入より支出が多くなり、しかもこの収支の不均衡の度合いは、
その後ますます拡大し、39年度にはすべての積立金をとりくずしても、なお173億円の累積赤字を残すと
ころとなつた。一方、40年度には前述のとおり保険料収納率が95.6%という高率に達したが、なお、単
年度の赤字額497億円を生ずることとなり、40年度末の累積赤字額は669億円に達している。

41年度には、臨時応急の対策として150億円の国庫補助の導入と、標準報酬の上限改定及び保険料率の引
上げが行なわれたが、当初予定した制度改正の実施時期が遅れたこと及び保険料率の引上げが当初の予
定どおり実施されなかつたことになり、単年度において266億円の赤字が見込まれている。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
(2)  組合管掌健康保険
ア  健康保険組合数

近年における新設組合数は、37、38年度をピークとして、減少の傾向を示し、一方、解散組合数は38年
度は3であつたものが、39、40年度はおのおの7にふえている。これについては、企業規模拡大の速度が
鈍つたこと、さらに医療費の増高により、組合新設がむずかしくなるとともに、既設組合も財政悪化か
ら解散に追いこまれるケースがふえてきたことなどが、その理由として考えられる。

組合の規模についてみると、40年度末で、1組合平均被保険者数は約5,500人となつているが、500人未満
のものから、10万人をこえるものまで広く分布しており、そのなかでも1,000人から3,000人の組合が全
体の44%を占め、最も多い。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
(2)  組合管掌健康保険
イ  適用状況

次に、組合の設立されている事業所の数も年々増加し、第6-14図のとおり40年度末で約7万2,000となつ
ている。

第6-14図 組合管掌健康保険の事業所数

第6-15図 組合管掌健康保険の被保険者数と被扶養者数
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組合数及び事業所数の増加に伴い、被保険者数も第6-15図にあるとおり増加しつつあるが、40年度末で
はその伸びの鈍つたことが目だつている。被保険者数の増加の原因は、組合数の増加に伴うものと既設
組合における被保険者数の増加によるものとに分かれるが、大部分は後者に基づくものである。既設組
合の被保険者数は、近年におけるわが国の産業の発展による雇用の拡大を反映して逐年増加してきたの
であるが、40年度は経済界における景気後退、企業合理化が原因して、被保険者数の伸びが頭打ちにな
るという結果をもたらしたものと思われる。

次に、被扶養者数についてみると、第6-15図のとおり、増加率は被保険者数の増加率に及ばず、40年度
はほぼ横ばいとなつている。したがつて、被保険者1人当たりの被扶養者数は年々減少の傾向にあり、40
年度末においては1.25人となつている。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
(2)  組合管掌健康保険
ウ  標準報酬

平均標準報酬月額は、第6-16図のとおり毎年7%ないし10%の増加を示しているが、年次増加率では、政
府管掌健康保険のそれを下回つており両者の格差は年々減少している。しかしながら、これは標準報酬
月額に従前5万2,000円の頭打ちが設けられていたことがおもな原因となつていたものであり、41年度は
その頭打ちを10万4,000円に引き上げる法律改正が行なわれた結果、再び両者の格差は相当開くものと考
えられる。

第6-16図 組合管掌健康保険の平均標準報酬月額の推移
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
(2)  組合管掌健康保険
エ  保険給付

組合管掌健康保険では、政府管掌健康保険と全く同様の給付を行なうほか、これに合わせて規約の定めるところにより、保
険給付としてその他の給付を附加することができるようになつている。

以下、保険給付のうち、療養の給付、家族療養費及び傷病手当金などについて、最近の状況をみることとする。

(ア)  療養の給付及び家族療養費

被保険者の療養の給付費は、36年度の408億円が40年度には974億円と、5年間にほぼ2.5倍になつており、家族の療養費に
ついては、同じく178億円から367億円と、これはほぼ2倍の増加を示している。この間被保険者数は約1.3倍、被扶養者数は
約1.2倍増加しているにすぎないから、医療費の増加がきわめて顕著であることがわかる。

この内容を分折してみると、第6-11表のとおりであり、政府管掌健康保険におけると同様受診率は漸増、診療1件当たり日
数は漸減、診療1日当たり金額は急増となつていて、医療給付費の増高が診療1日当たり金額の伸びによるものであることが
わかる。

第6-11表 組合管掌健康保険医療給付諸率

(イ)  傷病手当金

傷病手当金の支給額は、36年度の65億円から40年度の92億円と約42%増加しているが、その間被保険者数が約1.3倍増加し
たことと、平均標準報酬月額が約35%増加したことを考慮に入れると、相対的には減少していることになる。その内容をさ
らに分析したものが第6-12表であるが、これをみてもわかるように、被保険者1,000人当たり件数及び被保険者1人当たり日
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数においては、明らかに減少の傾向がある。

第6-12表 組合管掌健康保険傷病手当金給付諸率

ただ、1件当たり金額は増加しているが、これは傷病手当金の額が報酬に比例しているため、賃金上昇に伴つて増加したも
のと考えられる。相対的に傷病手当金が減少してきた理由としては、結核性疾病の減少も大きな要因となつている。 

(ウ)  附加給付

組合管掌健康保険の保険給付における特色は、各組合において、規約の定めるところにより、附加給付が行なわれる点であ
る。附加給付の実施状況は、第6-13表のとおりであつて、ほとんどすべての組合がこれを行なつている。

附加給付の種類は多岐にわたつているが、最も多く行なわれているものは、被扶養者に対する家族療養費(法定5割)に加えて
支給される家族療養附加金で、これによつて、組合における医療給付水準はかなり高められている。

附加給付に要する費用は、40年度においては、総額189億円、被保険者1人当たり2,593円であり、法定給付費に対する割合
は約13%となつている。

第6-13表 種類別附加給付実施健康保険組合数
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
(2)  組合管掌健康保険
オ  保健施設

組合管掌健康保険の保健施設は、その母体企業における労働条件等の実情に適応した効果的な事業を行
なうことが、大きな特色となつている。

この保健施設事業は、近年、治療から予防への動きが活発となるに伴つて、その内容において、各種検
診等健康管理が重視されつつある。

保健施設費は、40年度においては総額166億円、被保険者1人当たり2,273円であり、支出総額の約8%を
占めている。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
(2)  組合管掌健康保険
カ  保険料

組合管掌健康保険においては、その保険料率は標準報酬月額の30/1,000を最低限度、また、80/1,000を
最高限度として、組合ごとに決定される。また、その負担割合も、事業主が保険料額の1/2以上を負担す
るように決めることができ、現実に事業主の負担割合が被保険者の負担割合をこえている組合が多い。
組合管掌健康保険の平均保険料率の推移は第6-14表のとおりであり、近年における保険財政の悪化を反
映して、年々増加率が大きくなつている。

第6-14表 組合管掌健康保険平均保険料率及び負担割合の推移

次に、保険料の負担割合については、40年度末で事業主59%、被保険者41%となつている。

また、保険料別に組合数をみると、40年度末において65/1,000ないし70/1,000未満のものが最も多く、
全体の37%を占め、また最高料率80/1,000に達しているものは9%となつている。ちなみに65/1,000以上
の保険料率をとる組合数は、40年度末で1,064組合であり、全体の80%を占めている。

第6-15表 組合管掌健康保険収支状況
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
(2)  組合管掌健康保険
キ  保険財政

健康保険組合の財政は、事務費については予算の範囲内で国庫が負担し、保険給付費については、保険
料でまかなうたてまえとなつている。ただし、一部の財政基盤の弱い組合に対しては、33年から若干の
国庫補助が行なわれている。

組合の財政収支は、第6-15表のとおり、全体としては健全な歩みを示しているが、石炭産業関係の組合
のように財政力の弱い組合もあり、かつ、医療給付費の急激な増加による支出増加が収入の伸びを上回
る傾向があるので、今後の推移を注目する必要がある。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
3  日雇労働者健康保険

日雇労働者健康保険は、日雇労働者である被保険者の業務外の事由による疾病、負傷、死亡及び分娩並
びに被扶養者のこれらの事故に対し給付を行なう制度であり、政府が管掌している。

この制度は28年に発足した制度であるが、発足当初2年を経た31年度当時から、既にその財政は収支の均
衡を欠いていた。特に、ここ数年来財政はきわめて悪化しており、大幅な赤字が生ずるに至つている。
しかも給付内容も他の被用者保険に比べて劣つているので、根本的な制度の建て直しの必要が生じてい
る。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
3  日雇労働者健康保険
(1)  適用状況

日雇労働者健康保険の40年度末現在における適用事業所数は、4万5,074であり、被保険者数は95万7,031
人である。最近5年間における推移は第6-17図のとおりであつて、適用事業所数、被保険者数とも大きな
変動はみられない。

第6-17図 日雇労働者健康保険の適用事業所数及び被保険者数

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和41年度版）



  

第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
3  日雇労働者健康保険
(2)  保険給付

40年度の保険給付費は総額約199億円(39年度171億円)であるが、これを被保険者1人当たりでみると2万1,993円(39年度1万
8,819円)で前年度に比べて16.9%の増、36年度に比べると2.3倍となつている。なかでも医療給付費は前年度に比べて16.9%
の増加、36年度に比べると2.3倍となつており、その他の給付費が前年度に比べて15.2%増、36年度に対して1.8倍となつて
いるのに対し顕著な伸びを示しており、給付費増加の主たる要因となつている。

この医療給付費の増加の要因は第6-16表にみられるように、受診率の増加と診療1日当たり金額の増加によるものである
が、診療1日当たり金額は36年度から40年度までの間に、被保険者では329円から638円へ、被扶養者では132円から232円
へと大幅に増加している。

日雇労働者健康保険における傷病手当金は、33年に創設されたもので、その後36年7月から支給期間の延長と支給日額の引
上げが行なわれ現在に至つている。

第6-16表 日雇労働者健康保険医療給付諸率

40年度における傷病手当金の支給額は、3億8,100万円であり、前年度の3億8,400万円に比べて約0.7%の減となつている
が、それは、被保険者数及び傷病手当金の受給件数が前年度に比べて減少していることによるものと考えられる。

しかし、傷病手当金の1件当たり支給金額、1日当たり支給金額は、第6-17表のとおり漸増傾向を示している。

第6-17表 日雇労働者健康保険傷病手当金給付諸率
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
3  日雇労働者健康保険
(3)  保健施設

被保険者及び被扶養者の傷病の早期発見、早期治療を目的として、巡回診療車(9台)が主要な都市に配置
され活動している。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
3  日雇労働者健康保険
(4)  保険料

日雇労働者健康保険の保険料額は、2階級の定額制で、被保険者の賃金日額によつて2等級に区分されて
おり、賃金日額が480円以上の場合は第1級として1日につき26円、480円未満の場合は第2級として20円
である。

保険料は、事業主と被保険者とが折半負担する。

被保険者の平均賃金日額は、40年度において943円であり、最近5年間における推移は第6-18図 のとおり
である。

保険料の等級区分による被保険者数の割合は、賃金の上昇を反映して第1級に占める割合が年々増大して
おり、40年度においては第1級89.8%に対して、第2級10.2%と前年度に比べて第1級に占める割合が約
10%ふえている。

第6-18図 日雇労働者健康保険の平均賃金日額
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
3  日雇労働者健康保険
(5)  保険財政

日雇労働者健康保険は、膨大な累積赤字をかかえ、制度の存立自体が問題となるほどの深刻な財政危機
に直面している。

近年における収支の状況は第6-18表のとおりであるが、日雇労働者健康保険におけるこのような収支不
均衡の原因としては、医療費を中心とする保険給付費、特に医療給付費支出の著しい増高が原因してい
ると同時に、保険料が480円を基準とする2階級の定額制であるための被保険者の賃金の実勢が必ずしも
保険料収入に反映されず、そのため保険給付費の伸びに見合う収入の伸びが期待できないという制度上
の問題をあげることができよう。

40年度の財政収支は、医療費が予想以上に顕著な伸びを示しており、年度末における赤字は約76億円、
累積赤字は208億円に達している。さらに41年度においては、約94億円の赤字が生じているので、41年
度末における累積赤字は、借入金の利息も含め年間の財政規模を上回る約315億円という多額に達するこ
とが予想され、制度的にも財政的にも緊急に根本的な対策を講ずることが必要とされている。

第6-18表 日雇労働者健康保険収支状況
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
4  船員保険(疾病部門)

船員保険制度は、疾病給付だけでなく、年金給付や失業給付をもあわせ行なつている。

第6-19表 船員保険医療給付諸率

陸上の労働者の場合でいえば、健康保険、厚生年金保険、失業保険及び労働者災害補償保険に相当するものをすべて含むも
のである。船員保険が、一般に総合的社会保険と呼ばれているのはこのためである。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
4  船員保険(疾病部門)
(1)  適用状況

昭和40年度における船員保険の適用状況をみると、船舶所有者が1万1,472人、被保険者である船員が25
万2,956人となつている。被保険者の数は、年々増加してきているが、40年度も、前年度に比べて約2%
の増加を生じた。被保険者のうち、約50%にあたるものは、漁船の船員であり、残りの約50%が汽船及
び内海の貨物輸送などに従事するいわゆる機帆船の船員である。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
4  船員保険(疾病部門)
(2)  標準報酬

船員保険における、保険料の計算及び保険給付の額の計算は、健康保険の場合と同様に標準報酬の制度
を採用している。

標準報酬は、41年4月の改正により、現在、30の等級に区分して定められている。最低は月額9,000円で
あり、最高は、この改正の際に7万6,000円から10万4,000円に引き上げられた。

40年度における全被保険者の年間平均標準報酬月額は3万3,063円であつた。これは、前年度に比較する
と、約12%の上昇である。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
4  船員保険(疾病部門)
(3)  疾病給付

疾病給付費は、第6-19図に示すとおり年々増加の一途をたどり、40年度においては、110億100万円とな
つている。

給付費の増加をもたらす大きな要因は、医療給付費の増大である。40年度の医療給付費は69億9,000万円
であるが、これを被保険者1人当たりにすると、2万7,947円となる。これは、39年度の2万3,171円に比
べ、19.3%の増加である。

医療給付費の増加要因は、第6-19表にみられるように、主として最近における診療1日当たり金額の伸び
によるものである。

疾病給付費のうち、医療給付費について高い割合を示しているのは、傷病手当金である。40年度におい
ては、傷病手当金の総額は35億1,800万円で、疾病給付費の32%を占めている。この割合は、健康保険の
場合と比較すると、かなり大きなものである。傷病手当金の支給額を被保険者1人当たりにしてみると40
年度は1万3,909円であり、39年度の1万2,670円に比べ、約10%の上昇を示している。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
4  船員保険(疾病部門)

第6-19図 船員保険疾病給付費及び傷病手当金の推移

(4)  失業給付

失業部門は、一般漁船の船員以外の被保険者に対して適用される。給付の内容は、失業保険金のほか、
傷病給付金、技能習得手当、寄宿手当、移転費が支給される。

41年度においては、失業保険金の最高日額が890円から1,130円に引き上げられるなど給付の改善が行な
われた。

失業給付費は、40年度には、9億8,614万円であり、前年度に対し7%の増加を示した。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
4  船員保険(疾病部門)
(5)  福祉施設

船員保険において、被保険者等の福祉を増進するため、各種の福祉事業が行なわれている。現在、全国
の主要港に、病院3、診療所2、保養所53(他にラスパルマスに1)、休養所(入院するまでに至らない軽症
患者に宿泊を提供し、通院治療を容易に受けられるようにする目的でつくられた施設)14、母子寮1が設
けられている。またこれらの施設のほかに、中高年齢者に対する疾病予防検査などの福祉事業が行なわ
れている。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
4  船員保険(疾病部門)
(6)  保険財政

船員保険の財政は、船員保険特別会計によつてまかなわれており、疾病、失業及び年金の各保険給付費
と福祉施設費及び業務取扱費を包括している。

保険料の料率は、41年4月に、疾病部門の収支の改善を図るため、8/1,000引き上げられた。この結果、
現在の料率は、失業部門の適用を受ける者については、202/1,000であり、失業保険の適用を受けない者
については、191/1,000である。このうち101/1,000が疾病給付費にあてられることとなつている。

船員保険特別会計の財政収支は、長期給付(年金)の原資にあてるための積立金があるため、決算には赤字
となることはない。しかし、部門別にみると、疾病部門においては、38年度以降赤字を生じている。40
年度単年度では、15億1,000万円の収支不足であり、40年度末現在の累積赤字も11億9,000万円となつて
いる。
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
5  診療報酬の審査、支払制度
(1)  社会保険診療報酬支払基金

社会保険診療報酬支払基金は、保険者が診療担当者に対して支払う診療報酬の迅速適正な支払いと、診
療担当者が保険者に提出する診療報酬請求書の審査を行なうことを目的として、昭和23年9月設立された
公法人である。

基金は、主たる事務所(本部)を東京都に、従たる事務所(支部)を各都道府県に置き、本部には、理事及び
監事が、支部には幹事が置かれ、それぞれ保険者、被保険者、診療担当者及び公益の各代表から同数づ
つ委嘱されている。また、各支部には、請求書の審査を行なうために、診療担当者代表、保険者代表及
び学識経験者の同数によつて構成される審査委員会が設けられている。

基金は、社会保険医療に関する診療報酬の審査及び支払いのほか、他の社会保障としての医療(生活保護
結核予防等)に関する診療報酬の審査、支払いをもその業務として取り扱つているが、これらの業務は、
各保険者等から委託を受け、契約を締結して行なうこととなつている。

なお、近年における基金業務の状況は第6-20表のとおりであり、また41年度における年間取扱件数は約2
億7,300万件余、取扱金額は約6,900億円余と見込まれている。

第6-20表 社会保険診療報酬支払基金業務状況
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第6章  医療保険制度
第2節  保険の各制度
2  健康保険
5  診療報酬の審査、支払制度
(2)  国民健康保険団体連合会

国民健康保険団体連合会(以下この項において「連合会」という。)は、国民健康保険の保険者が共同して
その目的を達成するために設立する団体で、その性格は公法人である。連合会は、当該連合会の区域を
その区域に含む都道府県を統轄する都道府県知事の認可を受けた時に成立するが、現在、都道府県単位
に設立されており、連合会の数は46となつている。

なお、都道府県単位に設立される連合会については、加入保険者数がその都道府県の区域内の保険者の
2/3以上に達したときは、当該区域内のその他の保険者はすべての連合会の会員となることとされてお
り、また、このような連合会には診療報酬審査委員会が置かれることとなつており、現在すべての連合
会が当該委員会を置いている。

連合会の事業内容は、(1)診療報酬の審査及び支払い、(2)保険者の事務の連絡、(3)保健施設に関する事
業、(4)事業運営資金の融資、(5)国民健康保険に関する調査及び研究、(6)その他会の目的を達成するため
に必要な事業である。

診療報酬の審査及び支払いの事務は、主要業務であるが、これは保険者から事務の委託を受けて行なう
ものである。委託の状況は 第6-21表のとおりであるが、未委託保険者は年々減少している。また、この
事務を委託した保険者はこの事務に要する費用として手数料を連合会に支払つている。審査支払手数料
については、第6-22表のとおりである。都道府県補助金の有無及びその多寡により連合会ごとに相当の
差が認められる現状にある。

第6-21表 診療報酬審査支払委託状況

第6-22表 審査支払手数料段階別連合会数
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